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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社は、綿半グループが持つ伝統と信用を大切にし、グループ経営理念である「合才の精神（注）」に基づき、創業500年を見据え、人々の暮らし
に寄り添う企業を目指しております。

これを実現するためには迅速かつ透明性ある経営体制の確立が必要と考えており、グループにおいて違法な行為が行われることがないよう十分
に注意及び配慮の上、グループ全体で内部統制制度、内部監査制度を運用しております。

また、透明性の高い適時適切な情報開示を行うため、グループ内外でコミュニケーションの充実を図るとともに、情報の収集・分析に努めておりま
す。

（注）合才の精神とは、経営者と社員の隔てなく、社員全員による企業を目指し、力を合わせ、分かち合い、響き合う経営を言います。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【補充原則１－２－４ 議決権の電子行使を可能とするための環境作り】

当社は、株主の皆さまが株主総会の議決権行使をより柔軟に行えるよう、従来の書面による方法のほか、インターネットによる議決権行使が利用
可能なシステムを2022年６月の株主総会より導入しております。

しかし、現時点において、機関投資家向け議決権電子行使プラットフォーム、招集通知の英訳については、導入を予定しておりませんが、今後の
株主構成（当社株主における機関投資家や海外投資家の比率等）の推移を踏まえ、適宜導入を検討いたします。

【補充原則３－１－２ 英語での情報の開示・提供】

当社は、英語版のウェブサイト、会社案内、事業紹介動画を作成しており、決算短信のサマリー情報についても英語版を作成し、開示しております
。今後は株主構成等を総合的に勘案した上で、英語版の株主総会招集通知、決算説明資料、株主通信等の作成を検討してまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

当社では、コーポレートガバナンスコードの各原則の実施状況を、「コーポレートガバナンスに対する当社の取組」として開示し、当社ホームページ
に掲載しておりますので、ご参照ください。

≪https://watahan.co.jp/ir/≫

（以下、「コーポレートガバナンスに対する当社の取組」の該当する項目）

【原則１－４ 政策保有株式】11

【原則１－７ 関連当事者間の取引】８

【補充原則２－４－１ 中核人材の登用等における多様性の確保】13

【原則２－６ 企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】15

【原則３－１ 情報開示の充実】21、23、27

【補充原則３－１－３サステナビリティについての取組み】３

【補充原則４－１－１ 経営陣に対する委任の範囲】16

【原則４－９ 独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】19

【補充原則４－10－１指名委員会・報酬委員会の権限・役割等21、23

【補充原則４－11－１ 取締役会としての知識・経験・能力のバランス、多様性及び規模に関する考え方】 17

【補充原則４－11－２ 役員が他の上場会社の役員を兼任する場合における兼任状況】17

【補充原則４－11－３ 取締役の実効性についての分析・評価結果の概要】29

【補充原則４－14－２ 取締役・監査役に対するトレーニングの方針】22

【原則５－１ 株主との建設的な対話に関する方針】28

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,993,200 10.03



綿半グループ従業員持株会 1,904,600 9.59

株式会社八十二銀行 800,000 4.02

株式会社日本カストディ銀行(信託口) 756,200 3.80

昭和商事株式会社 612,000 3.08

元旦ビューティ工業株式会社 600,000 3.02

株式会社綿屋半三郎 590,000 2.97

野原ホールディングス株式会社 582,600 2.93

野原 勇 526,897 2.65

株式会社ヤマウラ 500,000 2.51

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

※上記【大株主の状況】は2022年3月31日現在の株主名簿に基づき記載しております。

※上記【大株主の状況】の割合は自己株式（296株）を控除して計算しております。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 プライム

決算期 3 月

業種 小売業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

特記すべき事項はありません。

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 15 名

定款上の取締役の任期 1 年



取締役会の議長 社長

取締役の人数 8 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

坂本　順子 弁護士

萩本　範文 他の会社の出身者

矢島　充博 他の会社の出身者 △

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

坂本　順子 ○ ○ ―――

教育現場を経験した弁護士として、教育、人事
労務に精通し、高い知見と豊富な経験を有して
おります。

同氏は過去に社外役員となること以外の方法
で会社の経営に関与された経験はありません
が、当社の社外監査役を５年務めた間に経営
に対する知識・理解を深めるとともに、監査法
人とのミーティングにも積極的に参加されまし
た。当社の監査・監督体制の強化・充実を図る
ため同氏の選任が適切と判断し、監査等委員
である社外取締役として選任しております。ま
た、同氏の属性や当社との関係等から一般株
主と利益相反が生じるおそれのないものと判断
し、東京証券取引所が定める独立役員に指定
しております。

萩本　範文 ○ ○ ―――

精密機器メーカーの経営者としての経験から、
企業経営、事業戦略に関する豊富な知見を有
しております。

同氏の実務経験に基づいた助言、提言を重要
議案の審議や執行の監督に活かしていただく
ことにより、綿半グループの企業価値が向上す
ると判断し、監査等委員である社外取締役とし
て選任しております。また、同氏の属性や当社
との関係等から一般株主と利益相反が生じる
おそれのないものと判断し、東京証券取引所が
定める独立役員に指定しております。



矢島　充博 ○ ○ ―――

銀行の支店長を歴任し、顧客企業の事業戦略
に携わり、その後カード会社の経営に当たるな
ど豊富な知見と実務経験を有しております。

同氏の豊富な知見と実務経験に基づいた助言
、提言を当社の経営判断、重要議案の審議に
活かしていただくことにより、綿半グループの企
業価値が向上すると判断し、監査等委員であ
る社外取締として選任しております。また、同氏
の属性や当社との関係等から一般株主と利益
相反が生じるおそれのないものと判断し、東京
証券取引所が定める独立役員に指定しており
ます。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役（名

）
社外取締役（名

）
委員長（議長）

監査等委員会 4 2 1 3 社内取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

なし

現在の体制を採用している理由

当社は、当社監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人を置いておりませんが、当社監査等委員会がその職務を補助すべき従業員を
置くことを求めた場合、これを配置いたします。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査等委員、内部監査人、会計監査人の間のコミュニケーションを深めるため、監査３部門会議（常勤監査等委員、内部監査人及び会計監査人
で構成）を毎月１回開催し、意見情報交換に努めております。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員（

名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

役員指名・報酬諮問
会議

3 0 1 2 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

役員指名・報酬諮問
会議

3 0 1 2 0 0
社外取
締役

補足説明

当会議は、独立社外取締役を議長として、代表取締役社長及び独立社外取締役の３名（過半数が独立社外取締役）で構成され、指名会議と報酬
会議の双方の機能を有しており、代表取締役社長が起案した取締役（監査等委員である取締役を除く。）の候補者及び取締役（監査等委員である
取締役を除く。）の報酬額の草案について、関係法令そのほか役員規程、役員指名報酬内規、独立性判断基準等に定める自社基準に適合してい



るか否かを取締役会に答申しており、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の候補者については、当該答申を踏まえ、取締役会で決定した
上で株主総会に議案を上程しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 3 名

その他独立役員に関する事項

当社は、独立役員の資格を満たす社外役員を全て独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

その他

該当項目に関する補足説明

報酬と株式価値との連動性をより一層強めることにより、取締役（監査等委員である取締役を除く）に当社の企業価値の持続的な向上を図るイン
センティブを与えるとともに、取締役（監査等委員である取締役を除く）と株主の皆さまとの一層の価値共有を進めることを目的として、取締役（監
査等委員である取締役を除く）に対し、譲渡制限付株式報酬制度を導入しております。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

当社は2021年６月24日開催の第73回定時株主総会の決議により、同日付で監査役会設置会社から監査等委員会設置会社に移行しております。

取締役（監査等委員である取締役を除く）、監査等委員である取締役の報酬及び監査役の報酬は、それぞれ総額で開示しております。 2022年３

月期に係る報酬の総額については、当社の取締役（監査等委員である取締役を除く）に対する報酬は156,313千円、監査等委員である取締役に対
する報酬は21,150千円、また、監査等委員会設置会社移行前の監査役に対する報酬として6,300千円、役員報酬の合計は183,763千円であります
。

上記の他、グループ会社の取締役を兼任する取締役２名は、グループ会社より総額84,782千円の報酬等の支給があります。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

当社は、2021年２月25日開催の取締役会において、取締役（監査等委員である取締役を除き、以下においても同様とする。）の個人別の報酬等の
内容にかかる決定方針を決議しております。

また、取締役会は、当事業年度にかかる取締役の個人別の報酬等について、報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が当該決
定方針と整合していることや、役員指名・報酬諮問会議からの答申が尊重されていることを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断し



ております。

なお、監査等委員である取締役の報酬は、その役割と独立性の観点から固定(基本)報酬のみとし、株主総会の決議により承認された報酬限度額
の範囲内で、監査等委員の協議により決定しております。

取締役の個人別の報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりです。

①基本方針

・当社の企業理念を共有し、実践する人財を登用できる報酬とする。

・当社のステークホルダーとの価値共有を図り、当社グループの持続的な企業価値の向上を動機づける報酬体系とする。

・報酬の決定について透明性・公正性・客観性を確保する。

②取締役の報酬等の決定方針及び算定方法

③報酬等の割合に関する方針

取締役の種類別の報酬割合は、非金銭報酬の割合を25％以下、変動（業績連動）報酬の割合を25％以下を目安に当社における取締役の報酬等
の決定方針及び算定方法に基づき決定しております。

④報酬等の決定の委任に関する事項

取締役の個人別の報酬額は、取締役会決議に基づき代表取締役社長がその具体的内容について委任を受けるものとし、その権限の内容は、各
取締役の金銭報酬の額および非金銭報酬（譲渡制限付株式報酬）については個人別の割当株式数とします。なお、委任された内容の決定にあた
っては、代表取締役社長が草案を起案した後、役員指名・報酬諮問会議において関係法令、役員指名報酬内規の規定等に沿った内容であること
を確認し、取締役会にて協議のうえ代表取締役社長が決定しております。

【社外取締役のサポート体制】

社外取締役は、事前に担当取締役から取締役会の議案について詳細な説明を受けるなど、情報の共有、収集に努めております。また、取締役会
以外にも、適宜連絡を取り合い、意見交換するなど、当社の持続的な成長と企業価値の向上に取り組んでおります。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

①取締役会

取締役会は、取締役８名中、監査等委員である取締役が４名（内３名が独立社外取締役）で構成されており、毎月１回開催し、適時適切な情報開
示を行っております。経営方針、中期経営計画、法令で定められた事項、その他経営に関する重要事項を審議、決定するとともに、綿半グループ
の業務執行を適正に監督しております。

②業務執行委員会

業務執行委員会は、重要な業務執行を協議・報告する機関であり、代表取締役、その他業務執行取締役及び各業務執行部門長等により構成さ
れ、原則、毎月１回開催しております。なお、それまでの経営会議を６つの委員会制にしたことで、速やかに開催できる体制になりました。常勤監
査等委員は、全ての委員会に参加し、職務執行状況を監査・監督しております。また、経営管理委員会については、監査等委員全員が参加し、グ
ループ会社の社長からの月次報告を基に、経営課題について議論しております。

③任意の指名・報酬諮問委員会

取締役会は、取締役会で決議した内規に従って任意の指名・報酬委員会（役員指名・報酬諮問会議）を設置し、選任候補者を含む取締役の人事
並びに報酬等の手続きに関し透明性の向上に努めております。

④監査等委員会

監査等委員会は、４名（内３名は独立社外取締役）で構成されており、毎月１回開催しております。監査等委員でない取締役の職務執行状況を監
視するとともに、会社の持続的成長及び中長期的な企業価値向上を促し、かつ、収益力・資本効率等の改善を図るべく監督機能も発揮しておりま
す。また、監査等委員でない取締役の人事（選解任及び報酬）が適正に行われているかを検証して人事に関する意見形成を行っております。具体
的には、次のとおりです。

・常勤監査等委員は、代表取締役社長と毎月１回面談を行い、相互に「事業環境、経営方針、監査環境、監査課題」の理解に努めております。ま
た、常勤監査等委員と監査室長とは頻繁に面談し、内部統制の定着に努めております。

・監査等委員、内部監査人、会計監査人の間のコミュニケーションを深めるため、監査３部門会議（常勤監査等委員、内部監査人及び会計監査人
で構成）を毎月１回開催し、意見情報交換に努めております。独立社外監査等委員は適宜参加しております。

・監査等委員は、中立公正を図るべく、顧問弁護士事務所には所属しない外部の弁護士や、会計監査人には所属しない外部の会計士とも積極的
に情報交換しております。

⑤監査室

2022年３月末時点での内部監査人13名は、全員、当社の監査室に所属し、社長の指揮監督の下、グループ全体の監査を行っております。監査の
独立性保持と質の向上のため、担当部署のローテーションを実施しております。



監査室長は、グループ全体の内部監査結果及び内部統制評価結果を、毎年、取締役会に報告するとともに、リスク管理上重要なものについては
、個別に取締役会に報告しております。

⑥取締役会、業務執行委員会、監査等委員会及び役員指名・報酬諮問会議の構成員は以下のとおりです。

   

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

体制の概要と当該体制に移行した理由

当社は、取締役会の監督機能強化と迅速な意思決定及び経営効率を高めるため、2021年６月24日定時株主総会以降、監査等委員会設置会社
に移行しております。具体的には次のとおりです。

・取締役会は、法令及び定款に定められた決議事項以外の業務執行の決定は、取締役会で決定した経営方針に基づき、代表取締役の判断によ
り、代表取締役またはその他の業務執行取締役に決定を行わせる体制を採用しております。

・重要な業務執行の決定については、代表取締役またはその他の業務執行取締役が、６つの業務執行委員会で協議し、その協議結果を基に代
表取締役またはその他の業務執行取締役が決定しております。

・さらに重要な決定に関しては、代表取締役の判断により取締役会に諮っております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送

株主が株主総会議案の十分な検討期間を確保し、適切に議決権を行使することができる
よう、定時株主総会の招集通知を開催日３週間前までに発送するとともに、株主総会招集
に係る取締役会決議から招集通知を発送するまでの間に当社のホームページにて公表
しております。

集中日を回避した株主総会の設定
当社では、適正な財務報告と監査に要する十分な時間確保の観点から決算日程を設定
した上で、株主総会の開催日が集中日と予測される日と重なることがないよう配慮してお
ります。

その他
当社ホームページ、https://watahan.co.jp/ir/にて、株主総会開催日及び場所を掲示して
おります。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
当社は、ディスクロージャーポリシーを作成し、ＩＲサイトにおいて公表しており
ます。

個人投資家向けに定期的説明会を開催 定期的に個人投資家向けイベントへの参加等を実施しております。 あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

定期的にアナリスト・機関投資家向け決算説明動画の配信を実施しております
。

あり

（注）１．◎は議長または委員長、〇は構成員を表します。
       ２．各業務執行委員会には、②で示したとおり各業務執行部門長が参加し、議案の説明を行っております。
⑦会計監査人
当社の会計監査人は、太陽有限責任監査法人であり、綿半グループは、会社法及び金融商品取引法の定めに基づき決算監査及び期中監査を
通じて決算に係る会計監査を受けております。会計監査人とは、通常の会計監査に加え、重要な会計的課題について随時相談・検討を実施して
おります。



IR資料のホームページ掲載
当社ホームページ内IRページにおいて、決算情報、決算情報以外の適時開示

資料、有価証券報告書、四半期報告書等を掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 広報室が担当しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

綿半グループは基本理念において、ステークホルダー（「顧客」、「株主」、「取引先」、「環境
・地域社会」、「社員」）に対する基本姿勢を規定しております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施
当社は設立の頃より育英会への寄付、生活保護家庭児童へのお祝い品の贈呈など、様々
な福祉、地域社会への支援活動を実施しており、社会に対する貢献、感謝の気持ちを表し
ております。

ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

適時開示規程において、当社は株主・投資家の皆様を始めあらゆるステークホルダーの当
社に対する理解を推進し、その適正な評価のために、当社に関する重要情報の適時・適切
な開示を行う旨定めております。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

綿半グループは、会社法及び会社法施行規則等に従い「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制」並びに「綿
半グループの業務の適正を確保するために必要な体制」を整備、維持するとともに、内部統制システムを適宜見直し、継続的に改善を行い、適正
かつ効率的な体制の確立に努めます。

１．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

（１）綿半ホールディングス株式会社（以下、「当社」といいます。）は監査等委員会設置会社であり、取締役会は、法令、定款、取締役会決議及び「
取締役会規程」等の社内規程に即して重要な事項を決定するとともに、取締役会及び監査等委員会は、代表取締役及び業務執行取締役の職務
の執行を監査・監督しております。

（２）取締役会は「取締役会規程」に基づき毎月１回定時取締役会を開催するほか、必要に応じて臨時取締役会を開催しております。

（３）当社は、定款の定めに基づき取締役会の決議によって重要な業務執行（会社法第399条の13第5項各号に掲げる事項を除く。）の決定の全部
を代表取締役社長に委任しております。

（４）各々の監査等委員は監査等委員会が定めた監査・監督の方針及び計画に沿って、取締役会などの重要会議への出席や業務執行状況の調
査等を通じ、代表取締役及び業務執行取締役の職務執行状況について監査・監督を行っております。

（５）財務報告に係る内部統制については、監査室を事務局として、監査等委員と協議の上、基本方針及び全社計画の策定並びに進捗管理を行
っております。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

（１）会議の議事録及び事業運営に係る決裁書類等で、代表取締役及び業務執行取締役が行う業務執行において必要な文書は、法令、定款及び
社内規程に従い作成し、保存及び管理しております。

（２）経営及び業務執行に係る重要な情報、決定事項、社内通達等については、所管部署で作成し、適切に保存及び管理しております。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

（１）当社の決裁事項は、「取締役会規程」、「職務権限規程」及び「グループ会社管理規程」によって定められております。また、グループ会社の決
裁事項は、各グループ会社の「職務権限規程」によって定められております。

（２）業務執行に係る重要な情報は、取締役会、その他重要会議において報告されるとともに、ワークフローによっても適時に報告されております。

（３）法務・ＲＣ委員会は、「リスク・コンプライアンス規程」に則り、リスクの把握と対応について審議を行っております。なお、法務・ＲＣ委員会で審議
された事項で重要なものは、取締役会に報告しております。

（４）事業の継続が脅かされる緊急事態、特に地震等の自然災害について発生から復旧までの対策を織り込んだ「綿半グループ事業継続計画（Ｂ
ＣＰ）」を各拠点の環境に応じて策定しております。

（５）情報セキュリティに関するリスクへの対応については「IT管理規程」及び「ＩＴ管理マニュアル」等を制定し、ＩＣＴ委員会において、情報セキュリテ
ィに対する体制及び方針の決定を行うなど、グループ全体の情報セキュリティ管理を行っております。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

（１）綿半グループの経営、業務運営に係る重要な事項を協議、報告する場として、部門ごとに６つの業務執行委員会を設置しております。各業務
執行委員会は、代表取締役、その他業務執行取締役及び各業務執行部門長によって構成されており、原則、毎月１回開催しております。特に重
要な事項については取締役会に諮っております。

なお、常勤監査等委員は、全ての委員会に参加し、職務執行状況を監査・監督しております。

（２）取締役会に上程する事項のうち特に重要な決議事項については、十分な議論ができるように、担当取締役はできるだけ早目に議案を提出し
ております。

５．使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

（１）「行動規範」を定めて綿半グループの役員及び従業員に周知するとともに、法令及び社会規範の遵守について、教育、啓蒙活動を定期的に実
施しております。

（２）グループ全体の法令遵守を徹底させるため、法務・ＲＣ委員会はコンプライアンスの体制及び方針を策定し、取締役会の承認を得た上で、グ



ループ全体に周知させており、その順守状況については、監査室が監査を実施しております。

（３）「内部通報（グループホットライン）制度」を導入し、綿半グループで働くすべての人が利用できる通報窓口を当社及びグループ会社に設置する
ほか、社外（弁護士事務所）にも通報窓口を設置し、法令等の違反行為の防止に努めております。

（４）内部監査部門である監査室は、グループ会社の全ての部署における業務執行が法令及び定款に適合しているか否かの監査を実施しており
ます。

６．企業集団における業務の適正を確保するための体制

（１）当社は、持株会社制を採用しております。グループ会社の重要な会議には、当社の取締役が分担して取締役として出席し、綿半グループ全体
にとって重要な決議事項について監督しております。また、当社取締役会は、グループ会社からの報告事項を通じて、グループ会社の取締役の職
務執行状況を監督しております。

（２）グループ会社において、経営上の重要な事項が発生した時は、ワークフローシステムを通じて、適時適切に当社へ報告することを義務づけて
おります。

（３）当社取締役会において、グループ会社における職務分掌、指揮命令系統、権限及び意思決定その他の組織に関する基準を定め、グループ
全体の統制を図っております。

（４）「行動規範」「リスク・コンプライアンス規程」等の諸規程は、グループ全体に適用されております。また、経営に関する事項や業務上の情報に
ついては、当社の各室及びグループ会社との間で日々伝達と報告が行われており、それによってグループ全体を管理しております。

（５）内部監査人は、全員、当社の監査室に所属し、社長の指揮監督の下、グループ全体の監査を行っております。監査の独立性保持と質の向上
のため、担当部署のローテーションを実施しております。なお、グループ全体の内部監査結果及び内部統制評価結果は、毎年、取締役会に報告さ
れ、リスク管理上重要なものについては、個別に取締役会に報告されております。

７．監査等委員がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

（１）監査等委員がその職務を補助する使用人を求めた場合は、これを配置いたします。

８．前項の使用人の、監査等委員以外の取締役からの独立性に関する事項及び監査等委員の前号の使用人に対する指示の実効性の確保に関
する事項

（１）監査等委員より、監査職務の補助の命令を受けた使用人に対する指揮命令権は監査等委員にあり、監査等委員以外の取締役は、その業務
に関して指揮命令権を有しません。

９．取締役及び使用人が監査等委員に報告をするための体制その他の監査等委員への報告に関する体制

（１）監査等委員の監査・監督が実効的に行われることを確保するため、綿半グループの取締役及び使用人は、以下の経営上の重要な事項を監
査等委員に報告しております。

・ 業務執行委員会等の会議で審議された重要な事項

・ 法令、定款等に違反した事項、または、違反するおそれのある事項

・ 会社に著しい損害を及ぼした事項または及ぼすおそれのある事項

・ 内部監査の実施状況及び財務報告に係る内部統制評価の結果

・ 会計監査人から指摘のあった事項

・ グループホットラインへの通報状況

・ 上記以外で、コンプライアンス上重要な事項

（２）前号の報告を行った者に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止し、その旨をグループ会社の取締役及び使用
人に周知徹底しております。

１０．監査等委員の職務執行について生ずる費用等の処理方針

（１）監査等委員がその職務の執行について、会社法第388条に基づく費用の前払い等の請求をしたときは、担当部署において審議の上、当該請
求に係る費用または債務が当該監査等委員の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、すみやかに当該費用または債務を処理してお
ります。

１１．その他、監査等委員の監査・監督が、実効的に行われることを確保するための体制

（１）監査等委員は、代表取締役、会計監査人、監査室と毎月１回それぞれ定期的に意見情報交換を行っております。

（２）監査等委員は、Ｍ＆Ａを実施する際に、経営戦略室が買収監査として依頼した弁護士事務所や会計コンサルティングへのヒアリングを、監査
室とともに実施しております。

（３）監査等委員として、執行側の弁護士とは別の弁護士より法的助言が得られる体制をとっており、必要に応じて、意見書または回答書を入手し
ております。

（４）会社法の改正や会計基準等の改正の際には、重要度に応じて、外部セミナーに常勤監査等委員が出席し、メールや監査等委員会の場で、監
査等委員全員に共有が図られております。

１２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方

（１）綿半グル－プは、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては毅然とした態度で臨み、いかなる取引も行いません。

（２）綿半グル－プは、反社会的勢力による不当要求がなされた場合には、直ちに警察、弁護士等外部専門機関と連携をとり、個人で対応せず組
織的に対応しております。

１３．財務報告の信頼性を確保するための体制

（１）綿半グル－プは、財務報告に関わる内部統制マニュアルを制定しております。

（２）財務報告の信頼性を確保するため、金融商品取引法に基づく内部統制報告書の有効かつ適切な提出に向けた統制活動を行っております。

（３）内部監査人は、統制が適正に機能しているかどうかを継続的に評価し、不備が発見された部署に対しては、是正状況をモニタリングしており
ます。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

当社グループは、「内部統制システム構築の基本方針」においてコンプライアンス重視の姿勢を表明し、そのひとつとして反社会的勢力との絶縁を
掲げています。反社会的勢力に対しては、経営トップが徹底して排除する旨の決別宣言を社内外で明言することで、全社員に浸透させております
。また、相手が執拗に要求し、威嚇するなど個人的な責任を追及してきた場合には、苦し紛れに不当な要求を呑んでしまうことがあります。こうした
ことがあり得ることを前提にして、現場の対応に任せるのではなく組織的な対応を行うことにしております。



当社には、リスク・コンプライアンス委員会が設置されております。グループ各社にはリスク・コンプライアンス責任者（各社社長）およびリスク・コン
プライアンス担当者（管理部門長）等が設置され、グループ全体のコンプライアンスの充実、浸透を図っており、情報が経営トップにつながるととも
に、組織一体となった対応策を実施する体制となっております。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――










